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※詳しい統計データとバックナンバーはこちらから

増収を実現している中小製造業の秘策は？

～仕入・販売とも海外・国内広域を主力としている企業が好調～

　大阪市経済局では、平成15年に策定した「大阪市もの

づくり再生プラン」を社会経済の諸状況の変化に対応した

ものにするため、18年度に東部4区の中小製造業実態調

査を行い、議論を重ねて、このたび調査レポートと同再生プ

ラン（第2ステージ）を発表しました。実態調査の分析からは、

増収企業の特徴として次の8点があげられました。要約する

と、①営業・技術等での積極経営、②技術や製品等の多角

的ＰＲ、③外部とのネットワークづくり、④人材の採用・育成、

⑤新分野進出、⑥地域との関係づくり、⑦後継者の明確な

人物像、⑧支援施策の情報収集と活用、の8つです。

　こうした8点はそれなりに納得できるものでありますが、果

たしてどの要因の影響力が強いのか、増収企業と減収企

業を定量的に判別する手法を用いて分析しました。

　すると日頃の経営姿勢をもとに、売上げの増加／減少を

約8割の確率で判別できることがわかりました。また、上記

以外にも面白い特徴を見出しました。右図には関連要因

の影響力の幅（レンジ）を表示していますが、増益企業の

平均像として、「海外が販売・納入先の主力」（＋0.6～1.1）、

「海外が外注・仕入先の主力」（＋0.5～0.7）、「経営者

が最近交代」（＋0.9）、「外部ネットワークの参加目的は

共同での人材育成」（＋0.8）など、よりピンポイントな特

徴がわかりました※。逆に、仕入・販売ともに大阪市内や

近隣が主力となっている企業は減益の傾向が見られます。

　持てるポテンシャルを活かすためにも、グローバルな視

点とその実践が重要と言えましょう。

数字で見る経済

「大阪市経済調査会の頭脳」

 徳田が分析

【図】企業の増収／減収を分ける主な要因と

　　 その影響力の幅（レンジ）【数量化理論Ⅱ類による】

建設コンサルタントを経て、都市銀行系シンク
タンクに。そこで地域活性化や産業・経済調
査を手掛け、2005年4月に大阪都市経済調査
会へ。経済調査なら「なんでも来い！」の頼れ
る存在。何でもとことんまでやる性格で、4ヵ月
間で10kgの減量にも成功。ただ、最近はお酒
に呑まれるようになったとか…。大阪ではマイナー
な中日ドラゴンズファンである。
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